
令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

U・Iターン推進事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 U・Iターン推進事業 事業No. 
事業担当課 建設部　住まいづくり課 所属長 前川　康幸 担当者

③住宅改修関連支援制度の周知・普及

U・Iターン推進事業(繰越分）

会計区分 一般 定住促進住宅管理事業

堂本　祥子 多田　健剛

年度

２．事業の概要
対象（誰を、何を） Ｕ・Ｉターン希望者及び交流事業参加者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

丹波市をよく理解し、関心を持ってもらい、移住定住者を増やす。

根拠法令・個別計画等 丹波市U・Iターン住宅取得住まいる奨励金交付要綱
事業期間 開始年度 18 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

　
・関西大学との連携による地域活性化　　　　　　　　　　　　・定住促進住宅の設置運用
・観る知る感じる交流事業による都市住民との交流　　　 ・ふるさと回帰フェア等への参加
・丹波市U・Iターン住宅取得住まいる奨励金
・たんば“移充”テラス運営（相談窓口、たんばの仕事、TURN　WAVEによる情報発信、移住定住促進業務ほか）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・移住定住促進事業
・丹（まごころ）の里田舎
暮らしワンストップ相談
業務
・新いきいき定住促進住
宅補助事業
イノベーションハウス整
備事業

・移住定住促進事業
・丹波市移住相談ワンス
トップ丹波相談業務
・新いきいき定住促進住
宅補助事業
・定住促進住宅設置事
業
・就職支援サイト構築事
業

・移住定住促進事業
・丹波市移住相談ワンス
トップ丹波相談業務
・新いきいき定住促進住
宅補助事業
・Ｕ・Ｉターン住宅助成住
まいる奨励金
・定住促進住宅設置事
業

・たんば“移充”テラス運
営
・Ｕ・Ｉターン住宅取得住
まいる奨励金
・定住促進住宅設置事
業
・滞在型宿泊施設の整
備

・たんば“移充”テラス運
営
・Ｕ・Ｉターン住宅取得住
まいる奨励金
・定住促進住宅設置事
業

令和元年度事業
及び積算内容

たんば“移充”テラス運営業務委託料23,320千円、
定住促進住宅整備工事請負費5,000千円、U・Iターン住宅取得住まいる奨励金5,000千円、

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 28,289 51,318 70,796 89,148 71,163

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 42,289 65,318 86,996 107,248 99,063

人件費C=B×7,500千円 14,000 14,000 15,200 17,100 27,900

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.75 1.75 2.00 2.25 3.72

人件費E=D×2,000千円 0 0 1,000 1,000 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0 0 0.50 0.50 0.00

国・県支出金 6,500 10,550 29,741 17,268 11,159
特定財源 13,000 21,050 47,441 37,168 30,259

受益者負担金 0 0 1,800 0 3,000
借入金（地方債） 0 0 0 2,700 0

一般財源 29,289 44,268 39,555 70,080 68,804
その他特財 6,500 10,500 15,900 17,200 16,100

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 相談会等への参加回数 回 住まいづくり課調べ
10 11 12 12 12
10 10 9 9

14 14 14
14 15 14 21

成果
移住相談ワンストップ丹波を窓口と
して市内に移住した世帯数

世帯 住まいづくり課調べ
10 12

1400 1400 1400
686 1359 1505 2108

成果
丹波市移住相談ワンストップ丹
波相談窓口の相談件数

件 住まいづくり課調べ
255 260

75 75 75
71 94 87 61

成果
定住促進住宅補助金の対
象となった転入人口

人 住まいづくり課調べ
65 70



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

空き家等対策事業
新規・継続・臨時区分 新規

１．基本情報
事務事業名 空き家等対策事業 事業No. 
事業担当課 建設部　住まいづくり課 所属長 前川　康幸 担当者

①住生活基本計画の策定と魅力ある住宅づくり

会計区分 一般

堀内　勲 秋山　晴香

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 丹波市民、空き家所有者、空き家利活用者、Ｕ・Ｉターン希望者、自治会、自治協議会

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

空き家の増加を抑制する。

根拠法令・個別計画等 空家等対策の推進に関する特別措置法、丹波市空き家等の適正管理及び利活用に関する条例、丹波市空き家等対策計画

事業期間 開始年度 28 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・空き家等対策計画の進行管理
・規制と利活用の施策展開
（①発生予防対策、②実態把握・意向調査、③適正管理対策、④利活用対策、⑤管理不全対策、⑥
相談・実施体制の整備）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・空き家等対策審議会の
運営
・空き家等対策計画の策
定
・空き家バンク(住まいる
バンク)の設置と運営
・被災住宅、危険空き家
への解体補助事業

・空き家等対策審
議会の運営
・規制と利活用の
施策展開
・住まいるバンクの
管理運営

・空き家等対策審
議会の運営
・規制と利活用の
施策展開
・住まいるバンクの
管理運営

・空き家等対策審
議会の運営
・規制と利活用の
施策展開
・住まいるバンクの
管理運営

・空き家等対策審
議会の運営
・規制と利活用の
施策展開
・住まいるバンクの
管理運営

令和元年度事業
及び積算内容

・空き家等審議会委員報酬、費用弁償771千円、地域おこし協力隊活動報償金1,992千円、空き家等
応急措置修繕料600千円、危険空き家等撤去補助金等14,00千円、空き家等利活用促進事業補助金
22,900千円、空き家再生等推進事業補助金1,600千円、地域おこし協力隊活動助成金2,000千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 122,204 56,281 44,012 43,801 44,456

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 137,564 73,641 66,012 64,801 59,456

人件費C=B×7,500千円 15,360 15,360 19,000 19,000 15,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.92 1.92 2.50 2.50 2.00

人件費E=D×2,000千円 0 2,000 3,000 2,000 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 1.00 1.50 1.00 0.00

国・県支出金 75,192 19,795 12,330 12,330 12,515
特定財源 78,192 20,295 12,830 12,330 12,515

受益者負担金 1,000 500 500 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 59,372 53,346 53,182 52,471 46,941
その他特財 2,000 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 空き家バンク成約件数 件 住まいづくり課調べ
2 8 10 10 10
3 25 30 37

15 15 15
7 35 28 15

成果
管理不全空き家等に対する
助言・指導件数

件
空家法及び空き家条例に基
づく助言・指導

5 10



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

住宅総務費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 住宅総務事業 事業No. 
事業担当課 建設部　住まいづくり課 所属長 前川　康幸 担当者

①住生活基本計画の策定と魅力ある住宅づくり

住宅総務費(繰越分)

会計区分 一般

堀内　勲 秋山　晴香

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 丹波市に居住する者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

住生活や住環境が良くなる。

③住宅改修関連支援制度の周知・普及

根拠法令・個別計画等 住生活基本法、丹波市住宅マスタープラン（住生活基本計画）
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・まちづくりや福祉等の関連施策との連携を強化し、住宅及び住環境の向上の促進に向け、総合的に
施策展開を行う。
・安全安心な住宅、住環境の整備を図るため、リフォーム助成、耐震化改修補助を実施する。
　元気アップ住宅リフォーム助成(一律５万円)、簡易耐震診断費の助成、耐震改修計画策定、改修工
事、住宅建替工事、防災ベット等設置費用の一部補助

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・丹波市住生活基本
計画の策定
・リフォーム助成
・耐震化促進事業
・耐震改修促進計画
の見直し

・簡易耐震診断
・耐震化促進事業
・がけ地移転事業
・リフォーム助成

・簡易耐震診断
・耐震化促進事業
・がけ地移転事業
・リフォーム助成

・簡易耐震診断
・耐震化促進事業
・がけ地移転事業
・リフォーム助成

・簡易耐震診断
・耐震化促進事業
・がけ地移転事業
・リフォーム助成
・危険ブロック塀撤
去支援事業

令和元年度事業
及び積算内容

・簡易耐震診断委託料　1,113千円　・耐震化促進事業支援業務委託料　396千円・商品券発送業務委託料　216
千円
・耐震改修計画補助金　750千円　・耐震改修工事補助金　3,900千円　・簡易改修工事費補助金1,500千円　・防
災ベッド設置補助金　200千円・耐震改修住宅建替補助金　2,000千円　・危険ブロック塀撤去支援事業補助金
7,200千円　・元気アップ住宅リフォーム助成金　10,000千円　・がけ地近接等危険住宅移転事業補助金　4,952千
円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 47,143 40,538 24,079 26,619 40,378

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 56,983 50,378 34,719 34,219 49,378

人件費C=B×7,500千円 9,840 9,840 10,640 7,600 9,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.23 1.23 1.40 1.00 1.20

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 8,621 6,311 10,294 10,294 16,273
特定財源 40,421 37,211 21,094 21,094 27,873

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 16,562 13,167 13,625 13,125 21,505
その他特財 31,800 30,900 10,800 10,800 11,600

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
今後の居住意向（丹波市に住
み続けたい）

％ 市民アンケート
50 57 57 57 57

57.4 － 78.8 71.6
200 200 200

494 434 215 263
成果

住宅改修関連事業の実施件数
[リフォーム[応募件数]

件数 補助事業の応募件数
300 300

36 36 36
4 21 23 27

成果 簡易耐震診断の実施件数 件数 補助事業の申請件数
10 10



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

宅地分譲事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 宅地分譲事業 事業No. 
事業担当課 建設部　住まいづくり課 所属長 前川　康幸 担当者

②市営分譲地の販売促進

会計区分 一般

堂本　祥子 酒井　隆成

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 移住定住希望者、宅地購入希望者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

宅地分譲及び貸付を進め、移住定住者を増やす。

根拠法令・個別計画等
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・応相寺宅地分譲団地及び優良田園住宅地（フォレスト神楽）の分譲及び貸付業務
・未分譲地及び貸付地の保全、維持管理、貸付業務

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
モデル住宅の販売
業務及びPR

モデル住宅の販売
業務及びPR
モデル住宅の貸付
業務及びPR

モデル住宅の販売
業務及びPR
モデル住宅の貸付
業務及びPR

宅地分譲地の分譲
及び貸付業務、PR
業務

宅地分譲地の分譲
及び貸付業務、PR
業務

令和元年度事業
及び積算内容

施設管理委託料850千円、広告料418千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 2,956 3,158 2,859 1,669 1,718

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 3,756 3,958 3,163 1,819 2,243

人件費C=B×7,500千円 800 800 304 150 525

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.10 0.10 0.04 0.02 0.07

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 672 1,672 1,172 672 672

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 3,084 2,286 1,991 1,147 1,571
その他特財 672 1,672 1,172 672 672

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 未分譲地数 区画
応相寺宅地分譲団地　9区画
優良田園住宅地　　　　1区画

13 10 9 9 9
11 10 10 10

450 500 500
513 510 376 401

活動 チラシの配布枚数 枚
移住相談会や観る知る感じる
交流事業での配布枚数

300 400



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

高齢者外出支援事業 丹波認知症疾患医療センター運営事業

新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 高齢者在宅生活支援事業 事業No. 
事業担当課 福祉部　地域包括支援課 所属長 谷水　仁 担当者

①生きがいづくりの場の形成 ③住宅改修関連支援制度の周知・普及

高齢者住宅改修助成事業 要介護認定者等日常生活用具購入費補助事業

会計区分 一般 人生いきいき住宅助成事業 老人福祉総務費

荒木　信博 門岩　麻紀

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 在宅で生活される70歳以上の高齢者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

加齢に伴い身体機能が低下した高齢者、または高齢者のみ世帯で市民税非課税世帯等経済的弱者
の高齢者が、在宅生活を継続する上で必要なサービス（介護サービス以外）の提供を受けることで、日
常生活上の不安を少しでも解消され、安心した在宅生活を送る。また、外出することで楽しくいきいきと
した生活を送る。

②健康で暮らせる体制づくり
根拠法令・個別計画等 介護保険法、人生いきいき住宅助成事業実施要綱、高齢者住宅改修

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
１‐４【高齢者福祉】高齢者が生きがいを持って暮らせるようにしよう
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・高齢者外出支援事業（低所得高齢者の外出手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所得高齢者等への火災警報機、電磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地域見守り体制整備）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・高齢者外出支援事業（低所得
高齢者の移動手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所
得高齢者等への火災警報機、電
磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅
改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地
域見守り体制整備）

・高齢者外出支援事業（低所得
高齢者の移動手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所
得高齢者等への火災警報機、電
磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅
改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地
域見守り体制整備）

・高齢者外出支援事業（低所得
高齢者の移動手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所
得高齢者等への火災警報機、電
磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅
改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地
域見守り体制整備）

・高齢者外出支援事業（低所得
高齢者の移動手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所
得高齢者等への火災警報機、電
磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅
改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地
域見守り体制整備）

・高齢者外出支援事業（低所得
高齢者の移動手段確保）
・日常生活用具給付事業（低所
得高齢者等への火災警報機、電
磁調理器等の購入補助）
・住宅改修助成（介護保険住宅
改修と組み合わせ補助）
・認知症サポーター養成講座（地
域見守り体制整備）

令和元年度事業
及び積算内容

要介護認定者日常生活用具購入費補助金　216千円
人生いきいき住宅助成事業補助金　10,003千円
丹波認知症疾患医療センター運営費補助金　1,746千円
高齢者外出支援事業補助金　14,442千円　　老人福祉総務費 805千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 95,014 77,044 34,150 29,726 27,212

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 101,014 83,044 39,854 40,676 46,487

人件費C=B×7,500千円 5,920 5,920 5,624 10,950 19,275

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.74 0.74 0.74 1.46 2.57

人件費E=D×2,000千円 80 80 80 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.04 0.04 0.04 0.00 0.00

国・県支出金 47,647 37,589 37,589 5,569 5,001
特定財源 47,647 38,145 38,145 6,056 5,001

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 53,367 44,899 1,709 34,620 41,486
その他特財 0 556 556 487 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
70歳以上高齢者人口にお
ける福祉サービス利用率

％
福祉サービス利用者数/70歳
以上高齢者人口

20 20 20 20 20
18 14 13 12

2200 2200 2200
2175 2157 2069 1935

成果 タクシー券交付人数 人
70歳以上の高齢者11,000人に対
し20%の交付を目標とする

2200 2200

1000 1000 1000
755 1353 914 771

成果 認知症サポーター数 人
認知症サポーター養成講座
受講生数

1000 1000

88 45 45
70 52 34 24

成果 住宅改修助成件数 件
人生いきいき住宅助成事業
件数

105 88
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1.4 1.4 5.2 6.1

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 長寿命化計画の進捗状況 棟 長寿命化改修工事完了棟数（全体計画戸数H25
～H34：6団地12棟168戸）

1.4 5.0 5.2 7.0 7.2

一般財源 24,952 53,374 49,643 19,200 2,822
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 61,800 60,600
国・県支出金 3,850 47,391 32,232 61,822 27,329

特定財源 3,850 47,391 32,232 123,622 87,929

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 800 800 760 3,040 2,175

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.10 0.10 0.10 0.40 0.29

令和元年度事業
及び積算内容

新郷団地2号棟他外壁等改修工事（80,000千円）、新郷団地2号棟他外壁等改修工事監理（3,254千
円）、牛河内団地外壁等改修工事実施設計（4,706千円）

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 28,002 99,965 81,115 139,782 88,576

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 28,802 100,765 81,875 142,822 90,751

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

既存市営住宅ストックの適正な供給整備及び長寿命化に資する改善事業を実施する。
・老朽化住宅の除却工事
・公営住宅及び特定公共賃貸住宅の長寿命化型改修工事

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・老朽化住宅除却
工事
・市営住宅下滝団
地外壁等改修工事
実施設計

・老朽化住宅除却
工事
・市営住宅下滝団
地外壁等改修工事

・老朽化住宅除却
工事
・市営住宅新郷団
地外壁等改修工事
実施設計

・老朽化住宅除却
工事
・市営住宅新郷団
地外壁等改修工事

・市営住宅新郷団
地2号棟他外壁等
改修工事
・市営住宅牛河内
団地外壁等改修工
事実施設計

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市営住宅ストック

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

丹波市住生活基本計画及び丹波市公営住宅等長寿命化計画に基づき、供給に必要な住宅整備を行
うとともに、既存ストックを効率的かつ効果的に活用するために市営住宅の長寿命化等を図る。

根拠法令・個別計画等 丹波市住宅マスタープラン（住生活基本計画）、丹波市公営住宅等長寿命化計画
事業期間 開始年度 25 年度 終了年度 令和４

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開
④市営住宅の長寿命化

会計区分 一般

細見　明弘 荒木　満紀子

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

市営住宅長寿命化事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 市営住宅建設事業 事業No. 
事業担当課 建設部　公営住宅・開発指導課 所属長 柿原　孝康 担当者
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①
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60.0 60.0 60.0
79.0 69.0 66.0 79.0

成果 滞納繰越者数 世帯 決算時の実人数
60.0 60.0
92.0 87.5 86.3 81.9

成果 市営住宅入居率 ％
年度末入居数/年度末管理
戸数

97.0 97.0

成果 使用料徴収率 ％ 収納額/調定額
98.0 98.0

97.0 90.0 90.0

163.0 246.0 389.0 498.3
98.0 98.0 98.0

89.3 88.8 88.2 85.7

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
空室期間平均日数(特公賃
除く）

日 退去から入居までの日数
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

一般財源 28,800 28,800 27,460 29,360 34,925
その他特財 6 4 4 4 4
受益者負担金 37,446 45,646 51,498 49,563 54,079
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 5,119 0 0 0 0

特定財源 42,571 45,650 51,502 49,567 54,083

人件費E=D×2,000千円 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

人件費C=B×7,500千円 26,800 26,800 25,460 27,360 32,925

職員従事者数（人・年）Ｂ 3.35 3.35 3.35 3.60 4.39

令和元年度事業
及び積算内容

修繕料（25,355千円）、施設管理委託料（5,005千円）、保守点検委託料（9,248千円）、施設清掃委託料
（550千円）、訴訟事件弁護士委託料（908千円）、工事請負費（8,231千円）、住宅管理事業繰越分（758
千円）

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 42,571 45,650 51,502 49,567 54,083

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 71,371 74,450 78,962 78,927 89,008

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・一般公募により入居者の募集をし、入居者を決定し入居契約を行う。
・政令月額を超える収入超過者及び高額所得者へ特定公共賃貸住宅等への住替え等の相談・助言
を行う。
・家賃滞納入居者に対し納入について督促・戸別訪問等を行う。また、事情によっては分割による納
入の相談。
・緊急を要する修繕や大規模修繕や維持管理、空室の適正な管理を行う。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・入居者募集、選考及び契
約
・家賃及び敷金の決定及び
徴収
・収入超過者及び高額所得
者への対応
・滞納者への督促・戸別訪
問等滞納整理
・緊急・大規模及び空室の
管理
・団地全体の維持管理

・入居者募集、選考及び契
約
・家賃及び敷金の決定及び
徴収
・収入超過者及び高額所得
者への対応
・滞納者への督促・戸別訪
問等滞納整理
・緊急・大規模及び空室の
管理
・団地全体の維持管理

・入居者募集、選考及び契
約
・家賃及び敷金の決定及び
徴収
・収入超過者及び高額所得
者への対応
・滞納者への督促・戸別訪
問等滞納整理
・緊急・大規模及び空室の
管理
・団地全体の維持管理

・入居者募集、選考及び契
約
・家賃及び敷金の決定及び
徴収
・収入超過者及び高額所得
者への対応
・滞納者への督促・戸別訪
問等滞納整理
・緊急・大規模及び空室の
管理
・団地全体の維持管理

・入居者募集、選考及び契
約
・家賃及び敷金の決定及び
徴収
・収入超過者及び高額所得
者への対応
・滞納者への督促・戸別訪
問等滞納整理
・緊急・大規模及び空室の
管理
・団地全体の維持管理

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 住宅に困窮する低額所得者、市営住宅入居者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

住宅に困窮する低額所得者層等に低廉な家賃で市営住宅等を貸与することで、安心した社会生活の
営みが行えるように図る。

根拠法令・個別計画等 公営住宅法、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、丹波市市営住宅条例、丹波市特定公共賃貸住宅条例

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【２】誰もが住みたい定住のまち

施策目標
２‐４【住宅】丹‐まごころ‐の里に住みたい快適で安全な住環境をつくろう

施策の展開
④市営住宅の長寿命化

市営住宅管理事業（繰越分）

会計区分 一般

細見　明弘

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

市営住宅管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 住宅管理事業 事業No. 
事業担当課 建設部　公営住宅・開発指導課 所属長 柿原　孝康 担当者
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事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

林業総務費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 森林整備振興事業 事業No. 
事業担当課 産業経済部　農林整備課 所属長 畑田弥須裕 担当者

①安定した農林業経営の推進 ⑦森林の活用と森林整備の支援

林業補助金交付事業

会計区分 一般 森林整備地域活動支援交付金事業

田村　猛

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、林業関係事業体等

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・林業事業体や関係機関等との調整協議を行うことで、地域のニーズや林況に応じた施策の導入が図れる（林業総務費）。
・市民や関係事業体に対し、目的に応じた補助メニューをもって取り組みを支援することで、森林の公益的機能の維持保全が可
能となる（林業補助金交付事業）。
・.森林経営計画の策定を推進することで、より広域で面的な公的森林整備が展開できる（森林整備地域活動支援交付金事
業）。

②特産物の振興
根拠法令・個別計画等 森林法・丹波市森林づくりビジョン・丹波市森林整備計画・丹波市林業補助金交付要綱・森林整備地域活動支援交付金交付要綱・丹の木づかい推進プラン

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【６】丹波力を活かした創意ある元気なまち

施策目標
６‐２【農林業】環境創造型農業や循環型林業で丹波ブランドを高めよう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

●30年度に養成した約20名の林業普及推進員を効果的に自治会等地域へ派遣し、ワークショップ等により地元のニーズをくみ取り、地域が描く森林づくりの方向性を明確にした上で、具体的な施策との
マッチングを進めていく。推進員の地域派遣には、森林づくり協議会委員をメンターとしてサポートする仕組みも備える。●丹の木づかい推進プランに基づき、木造・木質化への取組が可能な公共建築物等
へは積極的に推進することとし、「公共建築物等における木材の利用促進に関する庁内調整委員会」を通じ、取組に係る情報の共有等協議を進めていく。●丹波の森構想30周年記念事業において選定
のモデル地区への支援として、計画策定や活動の目的・方向性の明確化に市として積極的に関わり、活動に対する支援策等効果的な情報提供に取り組む。（林業総務費）●これまで同様、各林業事業体
と連携しながら、面的な整備の広がりを目指す森林管理100作戦推進事業等の公的森林整備メニューの推進に努める。（林業補助金交付事業）●造林事業の土台となる「森林経営計画」の策定につい
て、31年度から運用する「林地台帳」による森林情報が林業事業体にとって効果的に活用できるよう整備する。（林業総務費・森林整備地域活動支援交付金事業）

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
ｱ.森林ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ調査
他
ｲ.間伐材利用促進、
森林管理100％作戦
推進事業、木質ﾊﾞｲｵ
ﾏｽ搬出支援他
ｳ.経営計画作成促進
他

ｱ.森林ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ調査
他
ｲ.森林管理100％作
戦推進事業、木質ﾊﾞｲ
ｵﾏｽ搬出支援他
ｳ.経営計画作成促進
他

ｱ.森林づくり協議会の
開催、森林協働活動拠
点整備調査計画他
ｲ.林業団体支援、広葉
樹林化促進ﾊﾟｲﾛｯﾄ事
業、森林管理100％作
戦推進事業他
ｳ.経営計画作成促進
他

ｱ.林業普及推進員の
養成、公共建築物等木
造・木質化推進プラン
の策定
ｲ.広葉樹林化促進ﾊﾟｲ
ﾛｯﾄ事業、森林管理
100％作戦推進事業他
ｳ.経営計画作成促進
他

ｱ.林業普及推進員制度による市
民・自治会等への普及啓発、「丹
の木づかい推進プラン」に基づく
取組
ｲ.丹波の森構想30周年記念事
業モデル地区へのサポート支援
ｳ.既存事業（広葉樹林化促進ﾊﾟ
ｲﾛｯﾄ事業、森林管理100％作戦
推進事業他
ｴ.経営計画作成促進・林地台帳
の運用

令和元年度事業
及び積算内容

・「林業普及推進員・森林づくり協議会・市担当者」による自治会等地域への普及啓発活動⇒推進員・協議会委員報酬等
・森林管理100％作戦推進事業（間伐）250ha　　広葉樹林化促進パイロット事業（更新伐）7ha　　作業路網整備28,000m
・森林経営計画策定に係る事前林況調査面積110ha

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 141,385 138,351 125,098 120,411 89,065

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 147,785 150,591 135,434 133,939 109,015

人件費C=B×7,500千円 6,400 12,240 10,336 13,528 19,950

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.80 1.53 1.36 1.78 2.66

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 24,289 17,922 18,682 17,391 10,124
特定財源 64,468 95,211 76,810 78,532 56,804

受益者負担金 79 1,289 228 341 80
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 83,317 55,380 58,624 55,407 52,211
その他特財 40,100 76,000 57,900 60,800 46,600

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 森林整備面積（造林：間伐） ha
H25実績413haの5～6％程度の面積
増が目標（+約20ha/年）

340 360 330 330 300
252 334 224 245

37,000 38,000 26,000
6,896 38,358 11,443 19,840

活動 路網整備延長（造林） m
森林管理100％作戦+丹波市
作業道整備事業

36,000 37,500

17 18 20
14 19 14 13

成果
地域活動団体への支援
（補助金を活用し活動する団体数）

団体
森林・山村多面的機能発揮対策交付金、森林ボ
ランティア活動支援（緑化事業）、地域の森林づく
り活動支援事業（28～）等活用団体

10 15

60.0 65.0 70.0
49.0 59.1 43.7 60.7

活動
地域活動団体による森林整
備面積

ha
里山林整備、竹林整備等各
事業メニュー整備面積合計

50.0 50.0


